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はじめに
　イ ギ リ ス
（１）
に お け る「2007年 審 判 所、 裁 判 所 及 び 執 行 法（Tribunals, 
Courts and Enforcement Act 2007　以下、2007年法ないし TCEA 2007と略称す
る）」による行政審判所制度改革は、多様な行政紛争に対して最適な行政
救済手段を提供する「比例的紛争解決（Proportionate Dispute Resolution）」
という考え方を通じて「行政的正義」の実現を図ろうとするものである
（２）
。
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─いわゆる「第 2 段階目の上訴に関する基準：Second 
Appeal Criteria」の司法審査請求への適用の意義と射程─
長 内 祐 樹
はじめに
一　「2007年審判所、裁判所及び執行法」と Cart 事件
二　Cart 事件最高裁判所判決の意義と課題
三　Cart 事件型司法審査における Second Appeal Criteria の位置づけ
四　Cart 事件型司法審査における高等法院の審理のあり方について
おわりに
（ 1 ）　本稿におけるイギリスとはイングランド（及びウェールズ）を意味する。
（ 2 ）　Department for Constitutional Affairs, “Transforming Public Services: Com-
plaints Redress and Tribunals” Cm.6243 （2004） at para 2.2, para 2.3.
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他方で、この「比例的紛争解決」という考え方は、正式な行政争訟手続の
利用や口頭審理に対する抑制効果を伴い、公正かつ独立した裁定者の前で
の公開かつ対審的な手続による口頭審理を受ける権利の形骸化、行政訴訟
の減少に伴う判例を通じた行政法の形成・発展を後退させる可能性をも有
している。
　そこで本稿では、新たな行政審判所の専門性やその強化された司法的性
格を根拠に、行政審判所（とりわけ上級審判所）の決定を経た後の、高等
法院による更なる司法審査（以下、単に司法審査と略称する）について一定
の制約が課されることを明らかにした2011年の Cart 事件最高裁判所判決、
及びその後の判例の展開についての検討を通じて、新たな行政審判所制度
下における、司法審査請求の今日的要件を明らかにする。
一　「2007年審判所、裁判所及び執行法」と Cart 事件
1 　TCEA 2007に基づく行政審判所制度の仕組み
　Cart 事件の論点及び同事件最高裁判所判決の意義を理解するための前
提として、まず、2007年法による新たな行政審判所制度の仕組みについ
て、本稿の目的に必要な限りで概観する。
　2007年法は、これまで個別法によってアドホック的に創設されてきた行
政審判所を、第 1 審審判所（First─tier Tribunal）、及び上級審判所（Upper 
Tribunal）によって構成される 2 層制の統一的審判制度へと改めた。第 1
審審判所及び上級審判所は、法曹資格を有する審判所裁判官（上級審判所
の場合は司法裁判所の裁判官）と専門的知識を有する委員によって構成され
ており、司法裁判所に準じた性質を帯びている
（３）
。そのため同法は、特に上
（ 3 ）　新たな行政審判所の組織及び運営に関しては榊原秀訓著『司法の独立性とアカ
ウンタビリティ』（日本評論社、2016年）258〜296頁、伊藤治彦「2007年審判所、
裁判所及び執行法における審判所改革」榊原秀訓編『行政法システムの構造転換』
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級審判所については、これを上位記録裁判所（superior court of record）と
して位置づけると同時に（TCEA 2007 s.3（ 5 ））、同審判所に司法審査権を
も授権した（TCEA 2007 ss.15, 16.）。したがって、2007年法の下における上
級審判所は、従来の高等法院の役割と地位を、これに代わって担うことと
なったとも見ることができる。
　2007年法に基づき、紛争当事者が、行政機関等の公的機関の決定につい
て不服の申立てを行う場合は、まず第一審審判所に対して上訴する。この
第一審審判所における上訴は、事実問題（question of fact）を含め行政決
定の実体的当否に関する審査（merits review）も可能な、いわゆる概括的
上訴（general appeal
（４）
）であると解される
（５）
。次いで、第 1 審審判所の決定に
不服のある紛争当事者は、当該決定に関して上級審判所へ上訴できる
（TCEA 2007 s.11（ 5 ））。ただし、この上訴に関しては、第 1 審審判所、も
しくは上級審判所自身による許可が必要であり（TCEA 2007 s.11（ 4 ））、ま
た上訴対象から除外された決定（上訴対象外の決定：excluded decisions）に
関しての上訴は認められない（TCEA 2007 s.11（ 5 ））。なお、上級審判所に
おける審理対象は、原則として第 1 審審判所の決定の法律事項（point of 
law）に限定されている（TCEA 2007 s.11）。
　この上級審判所の決定に関して不服のある紛争当事者は、上訴対象外の
決定（excluded decision）
（６）
に該当しない決定について、当該決定の法律事
項（point of law）に関し、控訴院へ上訴することができるが（TCEA 2007 
s.13（ 1 ））、この控訴院への上訴についても、上級審判所、あるいは控訴院
自身の許可を要する（TCEA 2007 s.13（ 4 ））。
　大法官（Lord Chancellor）は、この控訴院への上訴の許可が認められる
条件に関して、当該上訴が、行政法上の原則ないし実務上の重大な問題を
（日本評論社、2015年）70頁以下参照。
（ 4 ）　P. Cane, Administrative Law 5th edn., （Oxford University Press, 2011） p.182.
（ 5 ）　第 1 審審判所に関しては、審理対象を法律事項（point of law）に限定する文
言がない（TCEA 2007 s.9）。
（ 6 ）　TCE Act 2007 s.13（ 8 ）.
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提起するものであると思料される場合、もしくは、その他当該上訴を審理
することがもっともと思われる理由があると思料される場合に限定するこ
とが可能であり（TCEA 2007 s.13（ 6 ） and The Appeals from the Upper Tri-
bunal to the Court of Appeal Order 2008 art. 2）、 こ れ が Second Appeal 
Criteria（第 2 段階目の上訴に関する基準）と呼ばれるものである。
2 　Cart 事件
　本件は、C とその元妻の間の子らの養育費について、元妻側が児童養育
費徴収局（Child Support Agency）に対して査定を申請し、さらにその後、
再査定を申請したところ、同局が再申請に基づき養育費の再査定を行った
ことに起因する。
　この児童養育費徴収局による再査定を不服とする C は、養育費の再査
定額について、再々度の見直しを申請したが、当該申請は同局によって拒
否された。そこで C は、養育費の再々度の見直しを拒否した同局の決定
について、今日の第一審審判所に当たる社会保障及び児童援助審判所
（Social Security and Child Support Agency）に上訴したが、同審判所は当該
上訴の請求を棄却した。
　そこで C は、今日の上級審判所に当たる児童援助委員会（Child Support 
Commissioners 現・社会保障局（Social Security Agency））に対して上訴の許
可を申請したが、同審判所は、C の請求理由の一部についての上訴を棄却
し、その余の点については自身に対する上訴の許可を拒否した（本件上訴
拒否決定）。
　2007年法は、紛争当事者が、（上級審判所自身もしくは控訴院の許可を得る
ことを前提に）上級審判所の決定の法律事項（point of law）について控訴
院へ上訴することを、原則として認めている（TCEA 2007 s.13（ 1 ）, （ 4 ））。
しかし、本件上訴拒否決定は、上訴対象外の決定（excluded decision）に
該当するため、C が当該決定について控訴院へ上訴することは不可能であ
った（TCEA 2007 ss.11（ 4 ）（b）, 13（ 1 ）, and 13（ 8 ）（c））。他方で、2007年法
イギリスにおける司法審査請求の今日的要件についての一考察（長内）　　247
には、行政審判所の決定について不服のある紛争当事者が、当該決定につ
いて司法審査請求をなすことを明示的に禁じる規定が存在しない。そこ
で、C は、高等法院に対して、上級審判所による本件上訴拒否決定につい
ての司法審査請求（以下、Cart 事件型司法審査という）を行った。
3 　2011年 Cart 事件最高裁判所判決
3 － 1 　論点
　司法審査は、法の支配及び権力分立の原則の下、公的機関（下位裁判所
や行政機関）が授権された権限の範囲内（intra vires）において、自然的正
義に基づいた適法な活動を行っているか否かを監視する司法裁判所（高等
法院）のコモン・ロー上の監督権限である
（７）
。
　他方で、上級審判所については、2007年法によって上位記録裁判所と位
置づけられ、司法審査権限をも授権されていることから、高等法院が監督
権限を行使しうる対象ではないとも理解できる。そのため本件では、こう
した2007年法上の上級審判所の位置づけに照らして、上級審判所の行った
本件上訴拒否決定について高等法院が司法審査を行うことの可否、またそ
れが可能であるとした場合の制約の有無などが問題となった。
3 － 2 　Cart 事件高等法院合議法廷判決及び控訴院判決
　本件高等法院合議法廷判決
（８）
を主導した Laws J. は、まず、司法審査によ
る監督権限は、最も明確かつ明示的文言によってのみ排除されうるもので
あるところ
（９）
、2007年法において上級審判所が上位記録裁判所と位置づけら
（ 7 ）　もっとも、司法審査に適用される権限踰越の法理のあり方に関連して、司法審
査の根拠を、純粋にコモン・ロー上に求めるべきか、あるいは国会主権原理との均
衡から一定の制約（権限踰越の法理による統制の抑制）がなされるべきかについて
は議論がある（深澤龍一郎『裁量統制の法理と展開』〔信山社、2013年〕特に181〜
210頁参照）。
（ 8 ）　R （Cart） v Upper Tribunal ［2010］ 2 WLR 1012.
（ 9 ）　per Laws J. ibid. at 31, 32.
248　　早法 95 巻 3 号（2020）
れているとしても、それは上級審判所が高等法院の司法審査を免れる根拠
としては不十分であるとする
（10）
。
　しかし Laws J. は、上級審判所が、審判所制度の頂点にあり、その管轄
が非常に広範なものであるとともに、司法審査権をも有していること
（11）
、高
等法院と同等（alter ego）の存在として法の支配の実質的な原則を備えて
いるといえることなどを理由に
（12）
、上級審判所は、その権限内において犯し
た法律上の誤りについては高等法院の司法審査に服することはなく
（13）
、国会
制定法上の権限の範疇を明確に踰越した場合、手続的正義を完全に否定し
た場合のような、非常にまれな場合に限り司法審査に服するべきものと解
されるところ、本件はいずれの要件も充足しない旨を判示し、C の請求を
棄却した
（14）
。
　本件控訴院判決
（15）
は、まず上級審判所に対する司法審査の余地のついて、
高等法院合議法廷における Laws J. の上級審判所を高等法院と同等のもの
であるとする評価についてはこれを否定したものの
（16）
、上級審判所が2007年
法によって上位記録裁判所と位置づけられたことが、同審判所が高等法院
の監督を免れることについての確たる指針とはならず、高等法院による統
制の余地はあるとして、高等法院合議法廷判決と同様の結論に至る
（17）
。
　他 方 で、 控 訴 院 も、 上 級 審 判 所 の 決 定 に つ い て の 司 法 審 査 は、
Anisminic 事件
（18）
以前の、権限に関する誤り（jurisdictional error）、及び公平
（10）　per Laws J. ibid. at 56.
（11）　per Laws J. ibid. at 87, 89.
（12）　per Laws J. ibid. at 94.
（13）　per Laws J. ibid. at 94.
（14）　per Laws J. ibid. at 99.
（15）　R （Cart） v Upper Tribunal ［2011］ Q.B. 120.
（16）　per Sedley L.J. ibid. at 19.
（17）　per Sedley L.J. ibid. at 4, 5.
（18）　Anisminic Ltd. v Foreign Compensation Commission ［1969］ 2 A.C. 147. 
HL.（本件に関しては、さしあたり、深澤龍一郎・前掲注（ 7 ）162頁、藤倉皓一
郎ほか編『英米判例百選 第三版』〔有斐閣、1996年〕96頁、岡本博志『イギリス行
政訴訟法の研究』〔九州大学出版会、1992年〕124頁以下等参照）。
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な審理を受ける権利の否定（手続的正義の否定）に限定されるとし
（19）
、また、
司法審査についてのこのような制約は、審判所の自律性と、適法性や適正
手続といった上級審判所も免れ得ない法原則の保護者としての高等法院の
憲法上の役割との均衡を図るものであるとし
（20）
、その上で、本件上訴許否決
定には法律上の誤り（error of law）はないとして本件上訴を棄却した。
3 － 3 　Cart 事件最高裁判所判決
　本件最高裁判所判決
（21）
を主導した Baroness Hale もやはり、2007年法上、
上級審判所の決定に対する司法審査を排除しようとする明示的規定は全く
存在しないとして、本件上訴拒否決定についての司法審査の余地を肯定す
る
（22）
。その上で、コモン・ロー上の産物である司法審査の目的が、法の支配
の維持、すなわち、実務上可能な範囲内において、公的機関の決定は、
法、特に国会制定法に基づいてなされ、それ以外のものに基づくことがな
いことを確保することにあるところ、審判所であれ、裁判所であれ無謬で
はない以上、問題は、そうした過ちを極小化するために、いかなる仕組み
が必要かつ比例的（proportionate）であるかであるとする
（23）
。
　次いで、こうした問題意識を前提に、本件上訴拒否決定に対する司法審
査において採りうるアプローチとして、第一に、高等法院合議法廷判決及
び控訴院判決が採用した、司法審査の範囲は、Anisminic 事件以前の明白
な権限に関する誤りや明白な手続的正義の否定がある場合に限定されると
いうアプローチ、第二に、これまで通りの司法審査請求事由に基づく司法
審査が可能であるとするアプローチ、第三に、これら二つの選択肢の中庸
として、国会制定法上の上訴手続における（上級審判所等からの）控訴院
に対する第 2 段階目の上訴に関する基準（Second Appeal Criteria）を、本
（19）　R （Cart） v Upper Tribunal ［2011］ QB 120. per Sedley L.J. at 4.
（20）　per Sedley L.J. ibid. at 35.
（21）　R （Cart） v Upper Tribunal ［2011］ UKSC 28.
（22）　per Baroness Hale ibid. at 29.
（23）　per Baroness Hale ibid. at 37, 51.
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件上訴拒否決定についての司法審査にも適用するというアプローチを挙げ
たうえで
（24）
、第三のアプローチが、比例的かつ順義的アプローチであり妥当
であるとする
（25）
。
　Baroness Hale は、このように判断した理由について、大要以下のよう
に述べる。すなわち、司法的資源の有限性と対処すべき行政訴訟の量的過
大さ、新たな行政審判所制度の専門性や司法的性格を衡量すると、上級審
判所の決定に対する司法審査については、制限的なアプローチを採らざる
を得ない
（26）
。しかし、行政審判所も無謬ではないこと
（27）
、その誤りに対する司
法審査がなされないとする場合、行政審判所が当該領域の法の最終決定者
となり、個別領域ごとに行政法理論と乖離した独特の法が形成・存続さ
れ、その結果、私人の権利利益に重大な侵害が発生してもそれが放置され
る危険性や法の支配が損なわれる危険性がある。それゆえ本件上訴拒否決
定についての司法審査において、限定的なアプローチを採らざるを得ない
としても、本件高等法院合議法廷判決及び控訴院判決のアプローチは、非
常に狭すぎると
（28）
（なお、C の請求は、Second Appeal Criteria のいずれの要件
も充足しないとして棄却された
（29）
）。
二　Cart 事件最高裁判所判決の意義と課題
1 　Cart 事件最高裁判所判決の意義
　Cart 事件最高裁判所判決では、高等法院合議法廷判決及び控訴院判決
と同様に、公的機関の決定に対する高等法院の司法審査が排除されるため
（24）　per Baroness Hale ibid. at 38.
（25）　per Baroness Hale ibid. at 57.
（26）　per Baroness Hale ibid. at 22〜27, 41〜42.
（27）　per Baroness Hale ibid. at 37, 56.
（28）　per Baroness Hale ibid. at 39〜44.
（29）　per Baroness Hale ibid. at 59.
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には、国会制定法上でその旨が明示されている必要があるとする従来の行
政法理論
（30）
が再度確認され、本件上訴拒否決定についても司法審査の余地を
認める。
　他方で、新たな行政審判所制度の専門性とその強化された司法的性格、
及び行政事件の量と司法的資源の有限性を考慮し、比例的紛争解決の観点
から、本件上訴拒否決定についての司法審査（Cart 事件型司法審査）に一
定の制約を課すべきであるとの意識も高等法院合議法廷判決、控訴院判
決、最高裁判所判決において共有されている。
　Cart 事件最高裁判所判決は、Cart 事件型司法審査において高等法院が
採るべきアプローチとして、いわゆる Second Appeal Criteria が充足され
る必要があるとの基準を提示するが、同判決も認めているように、本件高
等法院合議法廷判決及び控訴院判決の見解、即ち公的機関の決定に対する
司法審査の請求事由（＝違法性）の判断基準について、Anisminic 事件以
前の状況に戻すという形で制約を課すことも想定しえた。そしてこの場合
には、公的機関が行使する権限について、当該権限行使が国会制定法によ
って当該機関に授権された範疇に属するか否かという、公的機関の「権限
そのものに係る事項（jurisdictional issues）」と、実際の権限行使における
行 政 機 関 の 判 断 の 真 実 性 や 詳 細 事 項 と い っ た「非 権 限 事 項（non─
jurisdictional issues）」との区別を前提に、（法律事項、事実事項、裁量問題を
区別することなく
（31）
）「権限に関する誤り（jurisdictional error）」が司法審査の
対象とされる一方で、「権限に関わらない誤り（non jurisdictional error）」
については、それが「記録上に現れた誤り（the error on the face of the 
record）」に該当する場合を除き
（32）
、司法介入は認められないということに
（30）　Anisminic Case ［1969］ 2 A.C. 147 HL, per Lord Reid at 171, R v Medical 
Appeal Tribunal, Ex p Gilmore ［1957］ 1 QB 574, per Denning L. J. p.583. R 
（Sivasubramaniam） v Wandsworth County Court ［2003］ 1 WLR 475 per Lord 
Phillips M. R. at 44.
（31）　White and Collins v Minister of Health ［1939］ 2 K.B. 838.
（32）　R v Northumberland Compensation Appeal Tribunals ex p. Shaw ［1952］ 1 
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な る。 具 体 的 に は、 権 限 発 動 要 件 の 充 足 性 な ど の「事 前 検 討 事 項
（collateral or preliminary questions）」が「権限に関する事項」に該当し、
「事前検討事項」についての行政機関の判断は終局的なものではなく、司
法審査において裁判所が国会制定法の要求する諸条件が充足されていない
と判断した場合、当該公的機関の至った結論は無効となる（collateral or 
preliminary fact doctrine）。
　しかし、「権限事項」と「非権限事項」の区別は必ずしも容易ではなく、
また、この考え方の下では、少なくとも司法審査において、公的機関は、
国会制定法によって授権された権限の範囲内であれば、正しい決定と同様
に誤った決定をなす権限があるということとなる
（33）
。これに対して1969年の
Anisminic 事件貴族院判決以降、少なくとも法律事項に関しては、「権限
に関する誤り」と「権限に関わらない誤り」の区別は廃され、公的機関が
権限の範囲内においてなした法律に関する誤りも含め、いかなる法律上の
誤りも、原則として行政決定の違法性を構成する（権限踰越 ultra vires）と
いう理解が一般的となり、司法審査の対象は従来と比較して拡大した
（34）（35）
。
　Cart 事件高等法院合議法廷判決及び控訴院判決は、少なくとも本件上訴
拒否決定のような Cart 事件型司法審査については、こうした Anisminic
事件以降の判例によって形成されてきた行政法理論を適用しないという、
いわば行政法理論の先祖返りを意味するものであり、法の支配の観点から
は疑問が残るものであった。
　Cart 事件最高裁判所判決は、本件上訴拒否決定についての司法審査に
K.B. 338.
（33）　see R v Bolton （1841） 1 Q.B. 66 KBD, per Lord Denman C.J. at 72〜74.
（34）　Anisminic Case ［1969］ 2 A.C. 147 HL, per Lord Reid at 171, see also Racal 
Communication Ltd, Re ［1981］ A.C. 374 per Lord Diplock at 381〜382, , O’Reilly v 
Mackman ［1982］ 2 A.C.237 HL, R v Hull University Visitor ex p. Page ［1993］ 
A.C.682, Boddington v BTC ［1999］ 2 A.C. 143.
（35）　イギリスにおける行政上の瑕疵概念の変遷に関しては、長内祐樹「行政的正義
と瑕疵概念構造の相互関係」榊原秀訓示編著『現代イギリスの司法と行政的正義—
普遍性と独自性の交錯』（日本評論社、2020）121頁以下参照。
イギリスにおける司法審査請求の今日的要件についての一考察（長内）　　253
Second Appeal Criteria を適用することで、こうした行政法理論の後退を
回避するものであったと評価できる。また既に見た通り、この Second 
Appeal Criteria は、2007年法によって上級審判所の決定に対する控訴院へ
の 2 段階目の上訴に適用されている（TCEA 2007 s.13（ 6 ））。したがって、
Cart 事件最高裁判所判決によって、2007年法上の上訴の場合であれ、司法
審査であれ、行政審判所による審理を経た行政事件に対する司法裁判所の
介入の可否の判断基準として、この Second Appeal Criteria が統一的に適
用されることとなったわけである。
2 　Cart 事件最高裁判所判決の課題
　Cart 事件最高裁判所判決は、Cart 事件型司法審査についても、上級審
判所から控訴院への上訴の場合と同様に Second Appeal Criteria が適用さ
れることを明らかにする一方で、同基準の手続上の適用場面に関しては明
示していない。司法審査請求は今日、許可段階（permission stage）と実体
的審理段階（substantive hearing stage）とに区分されており、許可段階で
は、出訴期間の遵守、他に利用可能な救済手続が存在しないこと、原告適
格（十分な利益の有無）、及び当該事件にける公的機関の決定等の適法性に
ついて議論の余地があるか否かすなわち、当該事件が arguable case であ
るか否かなどがチェックされ、これらの要件をいずれも充足した場合に実
体的審理に移行する。
　この Second Appeal Criteria は、従来から、下位裁判所から控訴院への
上訴について実体的審理を行うべきか否かを、許可段階において判断する
際の基準として採用されており（Access to Justice Act 1999 s.55（ 1 ））、2007
年法においてもそれは同様である。したがって、Cart 事件型司法審査請
求においても、同基準は許可段階での適用が想定されているように思われ
るが、本件最高裁判所判決はこの点に関して明示してはいない（もっとも
暗示的にではあるが、同基準を許可段階で適用し、それによって司法裁判所が
真に判断すべき事件をフィルタリングする機能を担うべきものとして理解して
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いるようである
（36）
）。
　この点について、本件高等法院合議法廷判決及び控訴院判決は、Cart
事件型司法審査については、司法審査の請求事由を Anisminic 事件以前
の状態に戻すべきであるとするものであり、この場合、司法審査の請求事
由という、本案審理（実体的審理）における違法性判断そのものが制約さ
れるということとなる。
　したがって、Cart 事件型司法審査に対して Second Appeal Criteria が
適用されるという場合、それが許可段階において適用されるのか、あるい
は実体審理においても適用され、その結果高等法院の違法性判断が制約さ
れることになるのかが明らかにされる必要がある。
三　 Cart 事件型司法審査における Second Appeal Criteria
の位置づけ
1 　Second Appeal Criteria の意義
1 － 1 　民事訴訟規則　Civil Procedure Rules （CPR） r.54.7A
　Cart 事件最高裁判所判決を受け、その趣旨を明文化した
（37）
CPR r.54.7A
は、第 1 審審判所の決定に対する、上級審判所による自身に対する上訴拒
否決定がなされた後に提起される、上級審判所による当該上訴拒否決定に
ついての司法審査請求＝ Cart 事件型司法審査請求、及び上訴許可申請の
主題となった第 1 審審判所の決定に関係する司法審査請求について（CPR 
r.54.7A（ 1 ）（a）, （b））、高等法院は、当該司法審査請求が、（a）上級審判所
による上訴拒否決定、及び第 1 審審判所による上訴拒否決定に、法律上の
（36）　Cart Case ［2011］ UKSC 28, per Baroness Hale at 38, 57, 58, per Lord Philips at 
61, 74, 89, 92, per Lord Brown at 98, 101, per Lord Clarke at 104〜106, per Lord 
Dyson at 129, 130, 133.
（37）　Richard Drabble and Christopher Jacobs, New CPR to Implement Cart, （2013） 
J.R. 18（ 1 ） 113.
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誤り（wrong in law）があり、合理的にみて勝訴の見込みがある事件、す
なわち arguable case であり、（b）Second Appeal Criteria が充足される
場合─すなわち、当該請求が、①行政法原則あるいは実務上の重要な問題
点を提起する場合（以下、第一基準という）、もしくは、②その他、口頭審
理を行うことが強く求められるような何らかの事情がある場合（以下、第
二基準という）のいずれかに該当すると思料する場合─に限り、当該司法
審査請求について許可を発すると規定する（CPR r.54.7A（ 7 ）（a）, （b）（ⅰ）
（ⅱ））。
1 － 2 　Second Appeal Criteria の意義
　Second Appeal Criteria の 二 つ の 基 準 の 意 義 に つ い て は、PR （Sri 
Lanka）事件控訴院判決（PR （Sri Lanka） v Home Secretary ［2012］ 1  WLR 
73）における Carnwath L. J. の解釈が先例とされる。すなわち、Second 
Appeal Criteria の第一基準（上記①）については、原則や実務の確立と、
その原理や実務の適用との区別を前提に、前者に係る事案である場合に限
り、この要件が充足される
（38）
。また、第二基準（上記②）については、適切
な出発点は、常に勝訴の見込みについての考慮であり、第 2 段階目の上訴
においては、裁判所が、勝訴の見込みが非常に高いとの見解を形成しない
限り、上訴の許可を発すべきもっともと思われる理由があると認定するこ
とはありそうもない。……この基準は、最初の上訴を審理した裁判官が、
倒錯した（perverse）もしくはその他明白な誤りを犯した場合に充足され
るであろう。公的機関の決定が、より高位の裁判所による権威的判決と矛
盾するとの理由で誤っている場合、当該決定は明白に誤っている。しかし
ながら、このような判断に基づき勝訴の見込みが高いと認定されたとして
も、その事実だけでは、上訴の許可を与えるのがもっともと思われる理由
となるには不十分である。事件の全状況を勘案したうえで、裁判所が、勝
訴の見込みが高いものの、上訴の許可を与えることがもっともと思われる
（38）　PR （Sri Lanka） v Home Secretary ［2012］ 1 WLR 73, per  Carnwath L.J. at7.
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理由は存在しないと結論付けることもありうる。逆に、勝訴の見込みが非
常に低い場合であっても、上訴の許可を与えることがもっともと思われる
理由があると認定される場合もある。最初の上訴における審理が、手続的
瑕疵を帯び、結果として当該審理が不公平なものであったと信じるに足る
理由があると裁判所が判断した場合がそれであるとされる
（39）
。
2 　 Cart 事件型司法審査おける Second Appeal Criteria の役
割（判例の動向）
　Cart 事件最高裁判所判決以降、比較的初期の時期において Cart 事件型
司法審査請求に Second Appeal Criteria が適用された例としては、国務大
臣によって児童及び弱者（vulnerable adult）とともに仕事をするに相応し
くない者であるとするリスト（Children Barred List 及び Adults Barred List）
に登録された精神科の看護士 K が、この登録決定について上訴したこと
に起因する Cart 事件型司法審査請求についての Kuteh 事件高等法院判決
（R. （on the application of Kuteh） v Upper Tribunal ［2012］ EWHC 2196 
（Admin）.）がある。本件司法審査請求は Wilkie J. によって許可され、さ
らに実体的審理においても請求には理由があると判断され、上級審判所の
上訴拒否決定は破棄され、同審判所へ差し戻された。本件の実質的審理を
担当した Sycamore J. は、本件請求に理由があるか否かの判断について、
Second Appeal Criteria の第二基準を適用し（すなわち、本件では、Second 
Appeal Criteria が実体的審理段階においても適用され）、PR 事件における上
記 Carnwath L. J. の示した判断に依拠する形で審理を進め、リストアッ
プが K の看護師としてのキャリアを終わらせるという結果を招く点に本
件を審理することがもっともと思われる理由があるとして請求を認容して
いる
（40）
。
（39）　per  Carnwath L.J. ibid. at8.
（40）　なお本件と同様に、Cart 事件型司法審査において、Second Appeal Criteria を
実体的審理段階での申立人の請求に理由の有無を判断する際の基準適用した事件と
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　これに対して、母親とともにオランダからイギリスに入国した後、 3 件
の刑事事件において有罪判決を受け禁固刑に服し、出所後、国務大臣から
国外退去命令を受けた E が、当該命令の取り消しを求め第一審審判所に
上訴したことに起因する Cart 事件型司法審査請求についての Essa 事件高
等法院判決（R. （on the application of Essa） v Upper Tribunal ［2012］ EWHC 
1533 （QB））において、本件司法審査の許否を判断した Mitting J. は、本
件請求は、Second Appeal Criteria を充足しているとして、請求を許可
し
（41）
、さらに実体的審理を担当した Lang J. は、許可段階において申立人の
司法審査請求について当裁判所が Second Appeal Criteria を充足するもの
であると判断した場合、申立人は、さらに続けて実体的審理の段階におい
て、救済を受けるためにまで同基準の充足性について裁判所を納得させる
必要性はないとした
（42）
（もっとも、請求は棄却されている）。
　この Essa 事件において、Second Appeal Criteria は、司法審査請求の
許可段階で適用され、実体的審理段階においては、従来通りの司法審査の
申立て事由に基づいた違法性判断がなされている。これに対して、Kuteh
事件においては、これとは対照的に、Second Appeal Criteria が実体的審
理において請求を認めるか否か、すなわち司法審査の請求事由として適用
されている。この、Second Appeal Criteria が許可段階あるいは実体的審
理段階のいずれの場面で適用されるべきかという点について、最初に検討
したと思われるのが、HS 事件高等法院判決（R. （on the application of HS） 
v Upper Tribunal ［2012］ EWHC 3126 （Admin））である。本件は、H の被扶
しては、P への付加価値税の課税処分に起因する Cart 事件型司法審査請求につい
ての Phillips 事件高等法院判決（Phillips v Upper Tribunal ［2012］ EWHC 2934 
（Admin）.）もある。もっとも、本件の場合、Foskett J. によって許可が出されたも
ののその判断が Second Appeal Criteria の充足性についての考慮を経ていないもの
であったことから（at 12）、本件の実体的審理の段階で同基準の充足性が判断され
たというイレギュラーな事件であった。
（41）　R. （on the application of Essa） v Upper Tribunal ［2012］ EWHC 1533 （QB）, 
per Mitting J. at 2.
（42）　per  Lang J. ibid. at 3.
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養者としてイギリスで生活していた S（H 及び S はいずれもケニア国籍）
が、H の在留期間が経過し H が本国へ帰国した後も、子とともにイギリ
ス国内で生活することを希望し、滞在期間延長等の申請をしたところ、こ
れを拒否する決定がされたことに起因する Cart 事件型司法審査事件であ
る。
　本件については、Beatson J. によって、arguable case であり、Second 
Appeal Criteria も充足するものであるとして許可が発せされた。さらに、
実体的審理を担当した Charles J. は、結論として S の請求は理由がない
として却下したが、Cart 事件型司法審査における Second Appeal Criteria
の適用のあり方について詳細な検討を行っている。Charles J. は、Cart 事
件最高裁判所判決において Second Appeal Criteria の適用場面についての
明 示 的 な 言 及 が な さ れ て い な い こ と を 認 め つ つ も
（43）
、Second Appeal 
Criteria が、上訴において適用される場合には許可の判断基準として位置
づけられているなどのこれまでの運用状況や
（44）
、Cart 事件最高裁判所判決
における各裁判官の言説などを総合的にみると、同事件の最高裁判所判決
は、Second Appeal Criteria を、Cart 事件型司法審査の利用に関する比例
的な制限を提供するために、許可段階において適用されるべきものとして
捉えていると分析できることから
（45）
、Cart 事件型司法審査において Second 
Appeal Criteria が適用される場合、それは許可段階において適用される
べきであり、もしもいったん請求に許可が与えられた場合、同基準は実体
的審理において適用されるべきではないと結論付け
（46）
、さらに、Cart 事件
最高裁判所判決は、実体的審理における司法審査の請求事由については沈
黙しているところ
（47）
、実体的審理においては、上級審判所の決定、もしくは
（43）　R. （on the application of HS） v Upper Tribunal ［2012］ EWHC 3126 （Admin）, 
per  Charles J. at 31.
（44）　per  Charles J. ibid. at 53.
（45）　per  Charles J. ibid. at 35〜38.
（46）　per  Charles J. ibid. at 31.
（47）　per  Charles J. ibid. at 37.
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その決定に係る意思形成過程の適否が、通常の司法審査の請求事由に照ら
して判断されるべきであるとする
（48）
。
　このように、HS 事件高等法院判決は、Second Appeal Criteria が許可
段階で適用されるべきであること、実体的審段階では従来の司法審査の請
求事由に基づいた違法性判断がなされるべきことを明らかにした。
　もっとも、HS 事件高等法院判決以降、Second Appeal Criteria が常に
許可段階において適用されているかといえば必ずしもそうではない。例え
ば、家屋の上下水道の利用料金の支払い義務に関する賃借人と当該家屋の
所有権者である R との紛争について、LVT（Land Value Tax）が賃借人の
請求を認容する決定をしたことに起因する Cart 事件型司法審査請求事件
である Ground Rent 事件高等法院判決（R. （on the application of Ground 
Rents （Regisport） Ltd） v Upper Tribunal ［2013］ EWHC 2638 （Admin）.）、あ
るいは申立人のイギリス在留の延長申請を拒否する国務大臣の決定に起因
する Cart 事件型司法請求についての AA （Iran）事件控訴院判決（R. （on 
the application of AA （Iran）） v Upper Tribunal ［2013］ EWCA Civ 1523.）にお
いては、許可段階において Second Appeal Criteria の充足性が審理された
うえで許可が発せられ、実体的審理においては、同基準は適用されず、通
常の司法審査請求事由に基づき、上訴拒否決定の適法性が審理されてい
る。
　これに対して、アフガニスタン国籍の申立人がイギリス入国後に庇護の
申請を行ったところ内務大臣がこれを拒否したことに起因する Cart 事件
型司法審査請求についての Hashemi 事件判決高等法院判決（R. （on the 
application of Hashemi） v Upper Tribunal ［2013］ EWHC 2316）では、実体的
審理を担当した Hickinbottom J. によって、申立人の請求には、Second 
Appeal Criteria の第二基準に照らして審理をすることがもっともと思わ
れるような理由は存在しないとして請求が棄却されている。また、イギリ
ス国内での殺人により懲役に服していた Restivo 氏がイタリアでの殺人に
（48）　per  Charles J. ibid. at 42.
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関する刑事訴訟のため、イタリアへ送還され、懲役30年の判決を受けた
後、イギリスの内務大臣が、Restivo 氏に対して国外退去命令を発したこ
とに起因する Cart 事件型司法審査請求についての Restivo 事件高等法院
判決（R. （on the application of Secretary of State for the Home Department） v 
Upper Tribunal ［2015］ EWHC 4182 （Admin）.）では、本件申請について、
許可の段階で、Cobb J. によって、第一審審判所の決定には法律上の誤り
がある可能性があり、合理的にみて勝訴の見込がある arguable case であ
る と し て 許 可 が 発 せ ら れ た 後、Haddon─Cave J. に よ っ て、Second 
Appeal Criteria が立証されたか否かを審理する形で実体的審理が進めら
れ、CPR 54.7A（ 9 ）（b）
（49）
についての審理不尽などを理由として、上級審判
所の上訴拒否決定は取り消されている。
　ところが、さらにその後の、ナイジェリアから強制的にイギリスに連れ
てこられ、脱走するまでの間売春を強要されていた G に対する内務大臣
の国外退去命令に起因する Cart 事件型司法審査請求についての G 事件判
決 高 等 法 院 判 決（R. （on the application of G） v Upper Tribunal ［2016］ 
EWHC 239 （Admin）; ［2016］ 1 W.L.R. 3417.）は、第一審審判所の審理にお
いて、G が強制的に連行されたことについて内務大臣も認めているにも
かかわらず、G の主張には一貫性がないとされ、上級審判所でもこの点
に関する第一審審判所の指摘は上訴を許可するほどの重要性がないと判断
されたことが手続的な公正性を欠き、またナイジェリアの国情についての
ガイダンス及びナイジェリアの国情に詳しい専門家の提示した証拠を考慮
しなかった点などに法律上の誤りがあると認定され、上級審判所の上訴拒
否決定が取り消され、上級審判所へ差し戻された。
（49）　民事訴訟規則（CPR）r.54.7A（ 9 ）は、もし、司法審査請求の許可が得られ
た場合に、（a）上級審判所あるいは他のあらゆる関係当事者が実質的申立てに関す
る口頭審理への出席を望むならば、司法審査請求許可決定の送達後14日以内に、そ
のような口頭審理の要請をしなければならず、（b）もし、当該期間内に口頭審理
の要請がなされない場合、裁判所は更なる口頭審理を経ることなく、上訴拒否決定
に対する終局的な取消し命令を行うであろうと規定する。
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　本件では、Cart 事件最高裁判所判決の判旨を反映させた民事訴訟規則
（CPR r.54.7A）に基づく Second Appeal Criteria（とりわけ、CPR r.54.7A
（ 7 ）（b）（ⅱ）＝第二基準）の適用のあり方が問題となった。すなわち、内務
大臣は、上級審判所の上訴拒否決定について、申立人が当該決定に係る
arguable の不認定に誤りがあるとの理由で司法審査請求を行った場合に、
高等法院が上級審判所の当該判断について実体的審理の段階で通常の司法
審査の請求事由に基づいて審理をするならば、それは国会制定法が上級審
判所の権限とした arguable case 該当性判断を、高等法院が不当に侵害す
ることとなる。したがって、Cart 事件型司法審査では、重要な（material）
法律上の誤りが認定された場合に限り請求が認容されるべきであるとこ
ろ、Cart 事件最高裁判所判決の理論は、実体的審理段階を含め事件全体
を通じて適用されるべきものであると解される以上、Cart 事件型司法審
査事件の実体的審理の段階では、通常の司法審査の請求事由に替えて、よ
り厳格な法的テスト＝Second Appeal Criteria を適用することが適切であ
ると主張した
（50）
。
　この主張に対して、Walker J. は、arguable case 該当性に関する上級審
判所の決定の適否を判断するに際し、高等法院は、自身が上級審判所であ
ったならばどのような判断をしたかを考えているのではなく、上級審判所
の arguable case ではないとした上訴拒否理由に法の誤解釈や誤適用がな
いかを判定しているのであり
（51）
、通常の司法審査請求事由に基づく司法審査
が、上級審判所の権限を侵害するという主張は、物事を過度に単純化しす
ぎている
（52）
。Cart 事件型司法審査請求がなされる場合、許可段階において
arguable case 該当性及び Second Appeal Criteria が充足されていること
という二つの要件が充足される必要はあるが、実体的審理の段階において
（50）　R. （on the application of G） v Upper Tribunal ［2016］ EWHC 239 （Admin）; 
［2016］ 1 W.L.R. 3417, at 75〜77, 96〜98.
（51）　per Walker J. ibid. at 90.
（52）　per Walker J. ibid. at 87.
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Second Appeal Criteria の適用はされないとした
（53）
。
四　 Cart 事件型司法審査における高等法院の審理の 
あり方について
1 　Second Appeal Criteria の適用場面について
　Cart 事 件 最 高 裁 判 所 判 決 を 明 文 化 し た CPR r.54.7A（ 7 ） に お け る
Second Appeal Criteria の位置づけを勘案すると、同基準は許可段階にお
いて適用されるべきものであることは明らかであろう。また、Cart 事件
最高裁判所判決を全体として読んだ場合、同基準を実体的審理においても
適用することは想定されていないように思われる
（54）
。
　さらに、Cart 事件型司法審査においては、司法審査一般に許可段階で
適用される許可要件としての当該事件の arguable case 該当性という要件
に加え、Second Appeal Criteria が充足されなければ実体的審理はなされ
ないということになるが、この司法審査の一般的許可要件としての
arguable case の該当性判断は、既に厳格化が図られている点にも留意す
べきであろう。すなわち、ある事件の arguable case 該当性については、
以前は救済の見込が全くない場合、もしくは全く議論の余地がない場合に
限り否定され、それ以外の事件については比較的容易に arguable case で
あると認定されていたが
（55）
、その後、勝訴する合理的な見込みがない場合、
（53）　per Walker J. ibid. at 48, 119.
（54）　Cart Case ［2011］ UKSC 28, per Baroness Hale at 38, 57, 58, per Lord Philips at 
61, 74, 89, 92, per Lord Brown at 98, 101, per Lord Clarke at 104〜106, Lord Dyson 
at 129, 130, 133.
（55）　R v Secretary of State for the Home Department, Ex p. Doorga ［1990］ COD. 
109, CA （Civ Div） at 110. もっとも、許可を与えるか否かは担当裁判官が一方的
（ex parte）に判断するものである以上、その思想的な背景に依拠する部分が少な
くないともいえるが、司法審査の許可が発せられる割合は、1980年には71％であっ
たのが、2006年時点では22％にまで減少していると分析されており（V. Bondy & 
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あるいは合理的に考えて議論の余地があるとは言えない事件については許
可を発するべきではないというかたちに厳格化されており
（56）
、既に見た通
り、CPR r.54.7A（ 7 ）（a）においても arguable case 該当性については、合
理的にみて勝訴の見込みがある場合を意味するという形で規定されてい
る
（57）
。それゆえ、司法審査全般にわたり、arguable case 該当性テストの厳
格化という形で、既に許可要件の加重がなされているわけで、Cart 事件
型司法審査について、これに加えて Second Appeal Criteria が許可段階で
適用されただけで、二重の制約が課されることとなる。おそらく、Cart
事件最高裁判所判決は、Cart 事件型司法審査事件では、既に司法的性質
を有する行政審判所制度において複数回の審理（第 1 審審判所における実体
的審理、上級審判所に対する上訴の許否の判断についての第一審審判所及び上
級審判所の審理）を経ていることから、当該事件についてさらに行政審判
所制度に対する外部的統制（司法裁判所による統制）を行う必要性が相対
的 に 低 い と い う 特 異 性 を 前 提 に（比 例 的 紛 争 解 決）、Second Appeal 
Criteria を適用することにより、勝訴の見込の低い事案をフィルターにか
けつつ、他方で、重大な事件を司法に流れ込ませ、そうした事件について
M. Sunkin, Accessing Judicial Review ［2008］ P.L. at 647）、P. Craig はその要因と
して arguable cese という許可要件の厳格化を挙げている（P. Craig, Administra-
tive Law 8th edn., （Sweet & Maxwell, 2016） p856.）。
（56）　R v Secretary of State for the Home Department, Ex p. Begum ［1990］ COD. 
107, CA （Civ Div） at 108, see also R （Fulford Parish Council） v City of Yorkshire 
Council ［2013］ EWHC 3924 （Admin）, Sky Blue Sports & Leisure Ltd. v Coventry 
County Council ［2013］ EWHC 3366 （Admin）.
（57）　この arguable case という許可要件の厳格化は、司法審査の過負荷を背景とし
て導入されたものであり、厳格化された arguable case 該当性というフィルターに
よって、司法審査（とりわけ実体的審理）がなされるべき事件を選定し裁判官の負
担 軽 減 を 図 る こ と を 目 的 と し て な さ れ た も の で あ る（see Law Commission, 
Administrative Law: Judicial Review and Statutory Appeals （Law Commission 
Report No.226）, HC Paper No.669 （1994） at 5.7, see also Review of the Crown 
Offis List （LCD, 2000）; Lord Chancellor’s Department Consultation Paper, The 
Administrative Court: Proposed Changes to Primary Legislation following Sir 
Jeffrey Bowman’s Review of the Crown Office List.
264　　早法 95 巻 3 号（2020）
は司法審査を通じて司法裁判所が判断を行い、判例による行政法原理を発
展させることを意図したものであると考えられる。ところが、許可段階に
加え、実体的審理段階においても、Second Appeal Criteria が適用される
場合には、同基準が許可段階で適用された場合と実体的審理の段階で適用
された場合の異同が問題となるところ、仮に両者が同一であるとすると、
司法審査において許可と実体的審理を区別する意味が失われることとな
り、また、逆に異なるとするならば、Second Appeal Criteria の Cart 事
件型司法審査への適用は、許可段階での arguable case と Second Appeal 
Criteria の適用に加え、実体的審理段階における（許可段階での同基準とは
名称を同じくするものの内容が異なる）Second Appeal Criteria の適用とい
う形で三重の制約を課すことになるが、これは Cart 事件最高裁判所判決
の理論からすると、司法審査に対する非比例的な過剰制限となるのではな
かろうか。
　したがって、Cart 事件型司法審査において、Second Appeal Criteria は
許可段階で適用されるべきものととらえ、実体的審理段階においては、従
来通り、違法性、手続的不適切性、非合理性といった
（58）
通常の司法審査請求
事由に基づいた審理が行われるべきであるとする考えるのが
（59）
妥当であろ
う。
2 　 許可要件としての Second Appeal Criteria 及び arguable 
case 該当性について
　なお、CPR r.54.7A（ 7 ）、すなわち arguable case 充足性（CPR. 7A（ 7 ）
（a））及び Second appeal criteria （CPR. 7A （ 7 ） （b） （ⅰ）, （ⅱ））を許可段
階で適用する際の運用のあり方に関しては、司法審査の許否を判断する裁
判 官 は、 ま ず Second Appeal Criteria の 充 足 性 を 検 討 し、 そ の 後 に
（58）　Council of Civil Service Unions v Minister for the Civil Service ［1985］ A.C. 
374 HL per Lord Diplock at 410.
（59）　see also, AA （Iran） ［2013］ EWCA Civ 1523.
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arguable case であるか否かを検討すべきとの指摘がある
（60）
。これは、仮りに
司法審査請求の許否を判断する裁判官が、まず、第一審審判所が法律上の
誤りを犯し、それゆえにその判断を維持し自身への上訴を拒否した上級審
判所の判断にも法律上の誤りが認められるといえるかという形で arguable 
case 該当性について検討し、これが肯定された場合に、Second Appeal 
Criteria の充足性について検討するというアプローチを採る場合、高等法
院は、あらゆる Cart 事件型司法審査請求において、常に arguable case 該
当性判断を行い、またその際に司法審査の請求事由の強さ＝違法性の程度
についての一定の評価をすることとなるが、これは、まさに Second 
Appeal Criteria が避けようとしたことであるからであるとされる
（61）
。
　確かに、Cart 事件最高裁判所判において、Lord Phillips は、国会制定
法上の救済制度がある場合、司法的資源の有効な活用という利益のため
に、コモン・ロー上の司法審査は、法の支配という要請によっても正当化
できないような司法的プロセスの重複（duplication）が起こらないように
制限が課されるべきとする
（62）
。また、G 事件において内務大臣が提示した、
行政審判所制度と司法審査の棲み分け論、すなわち、高等法院は、司法審
査を通じて、行政審判所が判断すべき事項を不当に侵害すべきではないと
いう主張に、可能な限り配慮しようとすれば、こうした考え方には首肯で
きる点がある。
　しかしながら、CPR r.54.7A（ 7 ）は、Cart 事件型司法審査請求につい
ての許可は、当該事件が arguable case であり、Second Appeal Criteria
を充足した場合に限り発せられると規定しているにすぎず、この両者のう
ち、後者を先に検討すべきとは明示していない。また、ある事件が勝訴の
見込が高い事件か否かという命題と、Second Appeal Criteria を充足して
（60）　Joanna Bell, The relationship between judicial review and the Upper 
Tribunal: what have the courts made of Cart? （2018） P.L. at 411〜412.
（61）　ibid.
（62）　Cart Case ［2011］ UKSC 28, per Lord Phillips at 89.
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いか否かという命題は、必ずしも截然と区別されえないものであると考え
られるところ
（63）
、Cart 事件型司法審査請求の許可段階で、許否を判断する
裁判官が、当該事件に関して Second Appeal Criteria と arguable case 該
当性を個別に判断することが、現実的に可能かという点については疑問が
ある。さらに、このような厳格な段階的思考プロセスが可能であったとし
ても、Second Appeal Criteria が充足されたとすると、次に当該事件の
arguable case 該当性は検討されるわけで、結局、G 事件における内務大
臣の指摘から完全に免れることはできない。
　加えて、民事訴訟規則は、司法審査の許可段階において、許否を判断す
る裁判官が、arguable case 該当性、Second Appeal Criteria 充足性を認定
し許可を発した場合、当事者による実体的審理の要請がない限り、原則と
して、当該決定を arguable case の再評価のために上級審判所に差し戻す
ものとしている（CPR r.54.7A（ 9 ））。したがって、Cart 事件型司法審査の
許可段階で事件の arguable case 該当性についての検討がなされ、許可が
発せられたとしても、実体的審理の要請がない限りは、上級審判所は、当
該事件の arguable case 該当性について（差し戻し理由に拘束されるとはい
え）、再度の判断が可能であることから、両要件の判断の先後関係につい
て厳密な段階的思考を採る必要は必ずしもないと考える。
おわりに
　Cart 事件最高裁判所判は、Cart 事件型司法審査について、Second 
（63）　Cart 事件最高裁判所判決において、Lord Brown も、「上訴の許可の拒否は、
拒否をされた当事者の二度目の実質的審理の機会を奪うこととなるということであ
る。しかしながら、現実的には、上級審判所に対する上訴の許可が（両審判所によ
っ て） 拒 否 さ れ た と い う ま さ に そ の 事 実 は、 第 一 ス テ ー ジ に お い て、 真 に
arguable な法律上の誤りがあったということがありそうもないということを示す
傾向にある」と述べている（Cart Case ［2011］ UKSC 28. per Lord Brown at 100, 
see also PR （Sri Lanka） v Home Secretary ［2012］ 1 WLR 73, per  Carnwath L.J. 
at7.）。
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Appeal Criteria の適用という形で、通常の司法審査に比して厳格な制限
を加えた。その結果として行政審判所制度を経た後の司法統制は、国会制
定法に基づく控訴院への上訴であれ、司法審査請求の形であれ、当該事件
が arguable case であり、かつ Second Appeal Criteria が充足された場合
に限られるという形で統一化が図られたこととなる。そして、これは
Cart 事件最高裁判所判決及びその後の判例における議論をみると、行政
訴訟の量的拡大と司法的資源の有限性という現実、TCEA 2007によって
構築された専門的かつ司法的性格を有する行政審判所と司法裁判所の適切
な役割分担の要請を踏まえ、法の支配の充実を図るための現実的（ないし
比例的）であり、かつ実効的な司法裁判所の役割とは何かという問いにつ
いての一つの解答であったといえよう。
　Cart 事件からも透けて見える、上記のような現実を前提とすると、司
法裁判所が、あまたの事件に忙殺される結果、一つ一つの事件の審理が軽
視され、判例を通じた行政法の形成が減速ないし後退する可能性は否定し
えず、それゆえ、司法審査、控訴院への上訴のいずれの場合であっても、
司法的性格を有するといえる行政審判所において複数の審理を経た行政事
件に対する司法統制について、比例的アプローチを採り、真に重要な事案
のみを抽出し、それらに司法的資源を集中的に投下し審理を行うという考
え方自体は否定されるべきとはいいがたい。また、Cart 事件最高裁判所
判決以降の判例を見ると、Second Appeal Criteria が、Cart 事件型司法審
査を求める申立人にとって、越えがたい壁という訳でもないように思われ
ることからも
（64）
、少なくとも、Second Appeal Criteria を許可段階における
（64）　2019年度上半期の司法審査請求事件の統計によると許可段階に到達した1000件
のうち訴訟継続の意味がないとして arguable case 該当性が否定されたと解される
事件が120件（12％）であるのに対して、200件（20％）について許可が発せられて
いる。これは、arguable case の厳格化が図られて以降、Cart 事件最高裁判所判決
以前の2006年の22％という許可率（see V. Bondy & M. Sunkin, Accessing Judicial 
Review ［2008］ P.L. 647）とあまり変化していない（see Ministory of Justice, Civil 
Justice Statistics Quarterly, England and Wales, April to June 2019 （provisional）, 
（2019） p.11）。
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加重要件ととらえる限りにおいて、Cart 事件最高裁判所判決は、現実に
適用可能なアプローチとしては妥当なものであると考える。
　但し、これまでのところ、Second Appeal Criteria の適用場面について
の最終的な解答を提示する判例が存在していないことから、同基準のあり
方については今後も検討を行う必要がある。加えて、Cart 事件最高裁判
所判決を受け入れるならば、（Baroness Hale は明言してはいないものの）公
的機関の違法な決定は、Second Appeal Criteria が充足されない限り、上
訴によっても、司法審査によっても審理対象とはならず、その結果として
違法な決定が是正されないままとなることを意味する
（65）
。それゆえ今後は、
法の支配の確立という命題に対する行政審判所の寄与度の実効性について
の検討も必要となろう。
〔追記〕本年度を以て早稲田大学から退職される首藤重幸先生は、私の直接
の指導教員ではなかったが、論文を執筆するにあたっての問題意識や検討方
法について非常に丁寧なご指導を賜った。また、その際、話題が学問以外の
私事について及んだ際には、会話が学問上の議論と同じか、それ以上に突っ
込んだものとなることも多く、そうした首藤先生の気さくなお人柄には、院
生時代の苦しい時期に何度も救われた。どう考えても良い院生ではなく、ま
た直接の弟子でもない私にも、分け隔てなく接してくださったこと、論理的
思考のあり方について多大な助言を賜り、またそれが今日の研究者としての
私の財産となっていることについて、この場を借りて首藤先生に心から厚く
感謝申し上げたい。
（65）　この点、Lord Brown は、法の支配は、Anisminic 事件以降、管轄が限定され
た裁判所や審判所の上訴が認められない決定に関しては、上位の裁判所による監督
に服さないことで、法律上の誤りを犯すことを許容されるということが発生しない
ことを担保するために、制限のない司法審査が要求されているという趣旨の絶対論
者の議論の余地は破壊されたと明言している（Cart Case ［2011］ UKSC 28, per 
Lord Brown at 99.）。
